予算要求資料
平成31年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工業研究費　　　
	事業名　新食品科学研究所情報指導費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　商工労働部産業技術センター　電話番号：058-388-3151

E-mail：c23102@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　       3,364千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	3,364
	0
	0
	1,830
	214
	0
	205
	0
	1,115

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
一企業では高価な機器を設置したり、多くの研究者を雇用することは難しい。このため、当所が安価に試験を行い又は当所設置機器を安価に利用してもらい、専門家である当所研究員が無料で相談を受け付けることで、企業により効率的に研究開発を行ってもらう。
また、業界の最新の技術等の情報収集に努め、県内企業に伝播することや、各企業における課題解決に向けた方策の提案をするなど、県産業の振興に寄与することを目的とするものであり、企業により効率的に研究開発を行ってもらうことが、県の産業振興の上で非常に重要である。
（２）事業内容
・企業から依頼された食品分野の製品、材料などについて、試験、測定・分
析、加工を行い、試験成績報告書を発行する。
　 ・技術開発、研究開発を支援するため、当所の整備機器・設備を開放し、企
業に利用してもらう。
・関係業界における課題等をヒアリング等により把握するとともに、これま
での研究成果や、学会誌等による最新技術情報による助言や提案を行う。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	464
	実地支援、技術情報調査等の旅費

	需用費
	2,639
	機器使用に必要な消耗品、印刷製本費、試験用機器電気代、

機器修繕料、最新技術情報取得のための書籍購入費等

	役務費
	79
	通信運搬費

	その他
	182
	業務に係る有料道路使用料、学会負担金

	合計
	3,364
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　業界における製品開発等に伴う各種依頼試験や機器開放利用などに迅速に対応し、新製品開発や新技術に関する情報の収集及び的確な技術指導を通して中小企業の技術向上を支援する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	・地域企業等が必要に応じて来所し、試験を依頼し又は開放試験室設置機器を利用していくものであり、目標を設定して当所から利用を働き掛けていくものではないため。


（平成30年度の取組）

	・依頼試験を受付け、迅速に試験を行い、結果を通知した。

・開放試験室設置機器利用の受付けを行い、適正な指導のもとに利用してもらった。

・依頼試験に使用する機器及び開放試験室設置機器の故障に対する修繕等、予算内の対応できる範囲で維持管理に努めた。
・岐阜県寒天水産工業組合との共催で平成29年度産細寒天の品質を評価する寒天展示品評会を開催した。（H30.5.25）

・岐阜県酒造組合連合会との共催で清酒の保存状態をチェックする貯蔵出荷管理きき酒研究会を開催した。（H30.7.19、7.25、8.2）
・所において、また企業等を訪問して技術相談及び指導を行った。


（平成30年度の成果）

	平成３０年７月末時点

・依頼試験件数　　　　　　　　　　583件（H29年度：2,330件）
・開放試験室設置機器利用件数　　　 74件（H29年度：  296件）
・寒天展示品評会参加企業　　　　　　　　　9社

・貯蔵出荷管理きき酒研究会参加企業数　　 29社
・技術相談件数　　　　　　　　　　　　　 79件


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	本県の産業構造は、製造業の割合が県内総生産額の約４分の１を占め、全国的にも製造業の割合が高い。また、製造業のうち、約９９％を中小企業が占めている。
中小企業では高価な機器を設置することは難しく、安価に試験又は機器を利用できることで、企業がより効率的な研究開発を行うことができる。また、多くの研究者を雇用することも難しく、専門家である当所研究員が無料で相談を受けることで、企業がより効率的な研究開発を行うことができる当該事業は極めて必要性が高い。
実際に、企業を訪問し意見等を伺う「企業ニーズ調査」において、当所において最新機器の設置希望や、相談・指導事業への要望は多い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	依頼試験件数：2,330件
開放試験室設置機器利用件数：296件
寒天展示品評会：9社参加

貯蔵出荷管理きき酒研究会：29社参加

技術相談件数：79件

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　○

	　機器の効率的な運用に努め、依頼試験及び開放試験室設置機器の利用を受け付けている。
また、品評会や研究会の開催にあたっては、関係者が一堂に会し、情報収集や、技術相談を行うほか、産業の集積地での開催に努める等、事業の効率化に努め、必要最低限の支出に留めている。


（今後の課題）

	　中小企業の試験研究機関に対する技術支援のニーズは定常的にあり、予算削減を理由に断ることができない。

　また、機器の老朽化に伴い近年故障が頻発しており予算不足が続いている。


（次年度の方向性）
	当該事業に対して非常に高い期待が向けられており、継続して取り組む必要がある。


